
 

 

 

 

平成27年８月20日 

各 位 

会 社 名 テクマトリックス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 由利  孝 

 （コード：3762、東証第一部） 

問合せ先 執行役員管理本部長 森脇 喜生 

 （TEL．03－4405－7802） 

 

自己株式の取得及び自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）による自己株式の買付けに関するお知らせ

（会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得及び 

自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）による自己株式の買付け）、 

並びに資金の借入れに関するお知らせ 

 

当社は、平成 27 年８月 20 日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第 165 条第３項の規定により

読み替えて適用される同法第 156 条の規定に基づき自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法につい

て、並びに本自己株式取得のため、資金の借入れを行うことを決議しましたので、お知らせいたします。 

 

Ⅰ．自己株式の取得 

 

１．自己株式の取得を行う理由 

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行と株主への利益還元の一環として自己株式を取得するも

のであります。 

 

２．取得の方法 

本日（平成 27 年８月 20 日）の終値（最終特別気配を含む）881 円で、平成 27 年８月 21 日午前８時 45 分

の東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）において買付けの委託を行います（その他の取引

制度や取引時間への変更は行いません。）。 

当該買付注文は当該取引時間限りの注文とします。 

 

３．取得の内容 

（１） 取得する株式の種類 当社普通株式 

（２） 取 得 す る 

株 式 の 総 数 

3,800,000株（上限） 

（発行済株式総数（自己株式を除く）の31.24％） 

（３） 株式の取得価額の 

総 額 
3,500,000,000円（上限） 

（４） 取 得 結 果 の 公 表 平成27年８月21日午前８時45分の取引終了後に取得結果を公表します。 

（注１）当該株数の変更は行わない。なお、市場動向等により、一部又は全部の取得が行われない可能性もあります。 

（注２）取得予定株式数に対当する売付注文をもって買付けを行います。 

（注３）本自己株式取得に関して、当社の主要株主であり筆頭株主及びその他の関係会社である楽天株式会社より、同社が保

有する当社株式について売却の意向を有している旨の連絡を受けており、当該結果によっては、当社の「主要株主で

ある筆頭株主及びその他の関係会社の異動」が発生する可能性があります。 

 

（ご参考）平成27年６月30日時点の自己株式の保有状況 

発行済株式総数 

（自己株式を除く） 
 12,163,244株 

自己株式数    216,356株 

 

 



 

 

 

４．自己株式取得の背景および当社の主要株主であり筆頭株主及びその他の関係会社の議決権比率の変更 

（１）当社が自己株式として取得する背景 

当社は、当社の主要株主であり筆頭株主及びその他の関係会社である楽天株式会社より、その保有す

る株式の一部である3,478,000 株（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合28.59％）について

売却の意向を有している旨の連絡を受けました。当社としては、当社が自己株式として取得することが、

資本効率の向上および今後の経営環境の変化等に対応した機動的な資本政策の遂行に資するものと判断

致しました。また、結果として、当社による自己株式の取得が株主の皆様に対する株主還元方針とも合

致するとの判断を致しました。自己株式の取得方法としては、東京証券取引所の自己株式立会外買付取

引（ToSTNet-3）による自己株式の買付とし、透明性及び公平性を確保することと致しました。楽天株式

会社以外の株主の皆様にも応募の機会を提供するという観点から、3,800,000 株（発行済株式総数（自己

株式を除く）に対する割合31.24％）を買い付け予定数の上限としております。 

取得した自己株式の活用方法としては、今後の M&A 及び業務提携の際に有効活用することや、社員の

インセンティブとして活用することを検討しております。適宜必要と判断される場合においては、消却

の可能性も想定しております。 

 

（２）議決権比率の変化 

楽天株式会社は、平成 27 年６月 30 日時点で 3,840,000 株を所有しており、議決権比率は 31.57%であ

りましたが、そのうち3,478,000 株が本自己株式買付を通じて売却された場合、議決権比率は4.16%にな

ることが想定されます。 

 

５．今後の見通し 

楽天株式会社と当社は、今後も良好な取引関係を維持してまいりますので、本件が業績に与える影響は軽微

と見込まれます。 

 

 

Ⅱ．資金の借入れ 

 

１．借入れの内容 

（１）借入先  金融機関（株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社三井住友銀行） 

（２）借入金額  2,500,000,000円 

（３）借入実行日  平成27年８月26日 

（４）返済期日  平成32年８月26日（５年間）、平成37年８月26日（10年間） 

（５）担保  無担保 

 

２．借入れの理由 

当社は、上記Ⅰ．の自己株式取得の資金確保のため、上記の内容で資金の借入れを行います。 

 

以 上 


